
○静岡県土採取等規制条例施行規則 

昭和51年２月24日 

規則第４号 

静岡県土採取等規制条例施行規則をここに制定する。 

静岡県土採取等規制条例施行規則 

(趣旨) 

第1条 この規則は、静岡県土採取等規制条例(昭和50年静岡県条例第42号。以下「条例」

という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(土の採取等の計画の届出) 

第2条 条例第3条第1項又は第3項の規定による届出は、様式第1号による土の採取等計画届

出書によつてしなければならない。 

2 条例第3条第2項第9号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 土の採取等の目的 

(2) 土の採取等に係る土の運搬の方法及び土の搬出先及びその他土の運搬に関する事

項 

3 条例第3条第4項の規則で定める書類は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 土の採取等を行う場所の位置及び土の採取等に係る土の運搬の経路を示す地図(縮

尺5万分の1以上) 

(2) 土の採取等を行う場所及びその周辺の地域の状況を示す見取図 

(3) 土の採取等を行う場所の実測平面図で当該土の採取等の計画を記載したもの(縮尺

1,000分の1以上) 

(4) 土の採取等を行う場所の実測縦断面図及び実測横断面図で当該土の採取等の計画

を記載したもの (縮尺が500分の1以上) 

(5) 土の採取等を行う場所の求積図(縮尺500分の1以上)及び土の採取等に係る土量計

算書 

(6) 土の採取等を行う場所及びこれに隣接する土地の公図の写し 

(7) 土の採取等を行う場所で当該土の採取等を行うことについて権原を有することを

証する書面 

(8) 土の採取等に係る跡地の整備計画平面図(縮尺1,000分の1以上) 

(9) その他知事が必要と認める書類 

(変更の届出) 

第3条 条例第4条第1項又は第2項の規定による届出は、様式第2号による土の採取等変更届

出書によつてしなければならない。 

2 条例第4条第2項の規定による届出の場合にあつては、前項の届出書に前条第3項各号に

掲げる書類のうち当該変更事項に係るものを添付しなければならない。 

(完了等の届出) 



第4条 条例第8条の規定による届出は、様式第3号による土の採取等完了(廃止)届出書によ

つてしなければならない。 

(承継の届出) 

第5条 条例第11条第2項の規定による届出は、様式第4号による土の採取等地位承継届出書

によつてしなければならない。 

(標識) 

第6条 条例第12条の規定による標識は、様式第5号によるものとする。 

2 条例第12条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 氏名(法人にあつては、名称及び代表者の氏名)及び住所並びに電話番号 

(2) 第9条の規定による受理書に記載された受理年月日及び受理番号 

(3) 土の採取等に係る土の数量及び土の採取等を行う期間 

(4) 土の採取等を行う場所の区域の面積並びに土の採取等に係る断面の深さ及び勾配 

(5) 現場責任者の氏名並びに連絡先の住所及び電話番号 

(身分証明書) 

第7条 条例第13条第3項の身分を示す証明書は、様式第6号によるものとする。 

(適用除外) 

第8条 条例第14条第1項第1号の規則で定める者は、次に掲げるものとする。 

(1) 独立行政法人都市再生機構 

(2) 独立行政法人水資源機構 

(3) 中日本高速道路株式会社 

(4) 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

(5) 独立行政法人労働者健康安全機構 

(6) 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

(7) 独立行政法人中小企業基盤整備機構 

(8) 日本下水道事業団 

(9) 地方住宅供給公社 

(10) 地方道路公社 

(11) 土地開発公社 

2 条例第14条第1項第2号の規則で定める土の採取等は、次に掲げるものとする。 

(1) 自然環境保全法(昭和47年法律第85号)第17条第1項、第25条第4項若しくは第27条第

3項の規定による許可又は同法第28条第1項の規定による届出に係る土の採取等 

(2) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号)第8条第1項又は第15条

第1項の規定による許可に係る土の採取等 

(3) 農業振興地域の整備に関する法律(昭和44年法律第58号)第15条の2第1項の規定に

よる許可に係る土の採取等 

(4) 森林法(昭和26年法律第249号)第10条の2第1項又は第34条第2項(同法第44条におい



て準用する場合を含む。)の規定による許可に係る土の採取等 

(5) 土地改良法(昭和24年法律第195号)第10条第1項、第48条第1項又は第95条第1項の規

定による認可を受けて施行する土地改良事業(国又は地方公共団体から補助金の交付

を受けて行うもの又は株式会社日本政策金融公庫から融資を受けて行うものに限る。)

に伴う土の採取等 

(6) 漁港漁場整備法(昭和25年法律第137号)第39条第1項の規定による許可に係る土の

採取等 

(7) 地すべり等防止法(昭和33年法律第30号)第18条第1項の規定による許可(同法第19

条の規定により許可を受けたものとみなす場合を含む。)に係る土の採取等 

(8) 鉱業法(昭和25年法律第289号)第63条第1項の規定による届出又は同条第2項(同法

第87条において準用する場合を含む。)の規定による認可に係る施業案に従つて行う鉱

物の掘採に伴う土の採取等 

(9) 採石法(昭和25年法律第291号)第33条の規定による認可に係る採取計画に従つて行

う岩石の採取に伴う土の採取等 

(10) 砂利採取法(昭和43年法律第74号)第16条の規定による認可に係る採取計画に従つ

て行う砂利の採取に伴う土の採取等 

(11) 港湾法(昭和25年法律第218号)第37条第1項の規定による許可に係る土の採取等 

(12) 都市計画法(昭和43年法律第100号)第12条第1項各号に掲げる市街地開発事業に伴

う土の採取等 

(13) 都市計画法第29条第1項又は第2項の規定による許可に係る開発行為として行う土

の採取等 

(14) 道路法(昭和27年法律第180号)第91条第1項の規定による許可に係る土の採取等 

(15) 河川法(昭和39年法律第167号)第25条、第27条第1項、第55条第1項又は第57条第1

項の規定による許可に係る土の採取等 

(16) 海岸法(昭和31年法律第101号)第8条第1項の規定による許可に係る土の採取等 

(17) 公有水面埋立法(大正10年法律第57号)第2条第1項の規定による免許を受けて施行

する工事に伴う土の採取等 

(18) 建築基準法(昭和25年法律第201号)第6条第1項又は第6条の2第1項の規定による確

認を受けて行う建築に伴う土の採取等 

(19) 宅地造成等規制法(昭和36年法律第191号)第8条第1項の規定による許可に係る宅

地造成工事に伴う土の採取等 

(20) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律(昭和44年法律第57号)第7条第1項

の規定による許可又は同条第3項の規定による届出に係る土の採取等 

(21) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律(平成12年法

律第57号)第10条第1項の規定による許可又は同法第14条第1項の規定による届出に係

る土の採取等 



(22) 静岡県自然環境保全条例(昭和48年静岡県条例第9号)第13条第3項の規定による許

可又は同条例第15条第1項の規定による届出に係る土の採取等 

(23) 静岡県砂防指定地管理条例(平成15年静岡県条例第35号)第3条第1項の規定による

許可に係る土の採取等 

3 条例第14条第1項第3号の規則で定める土の採取等は、次に掲げるものとする。 

(1) 耕作者が耕作の目的で行う通常の管理上必要な土の採取等 

(2) 森林法第5条に規定する地域森林計画において定めた林道の開設又は改良に伴う土

の採取等 

(3) 土の採取等を行う場所の地区の面積が1,000平方メートル未満であり、かつ、土の

採取等に係る土の数量が2,000立方メートル未満である土の採取等 

(4) 土の採取等を行う場所の区域及びその周辺の地域が平地の場合における土の採取

等で、当該土の採取等に係る断面の深さが1メートル未満のもの 

(5) 農業、林業又は漁業を営む者が組織する団体が国又は地方公共団体の補助金の交付

を受けて行う当該農業、林業又は漁業の用に供する施設の設置に伴う土の採取等 

(一部改正〔昭和62年規則22号・63年53号・平成3年14号・4年50号・9年30号・12

年46号・14年19号・19年7号・51号・20年30号・49号・24年36号・27年55号〕) 

(受理書) 

第9条 知事は、条例第3条第1項若しくは第3項又は第4条第2項の規定による届出を受理し

たときは、様式第7号による受理書を当該届出をした者に交付するものとする。 

(一部改正〔平成4年規則45号〕) 

(書類の経由等) 

第10条 条例及びこの規則の規定により知事に提出する書類は、採取等区域(土の採取等を

行う場所の区域をいう。)を管轄する土木事務所の長(当該採取等区域が2以上の土木事務

所が管轄する区域にわたる場合においては、主たる採取等区域を管轄する土木事務所の

長)を経由して提出しなければならない。 

2 前項の書類の提出部数は、正副各1部とする。 

(全部改正〔平成12年規則46号〕、一部改正〔平成19年規則7号〕) 

附 則 

この規則は、条例の施行の日から施行する。 

附 則(昭和62年3月23日規則第22号) 

この規則は、昭和62年4月1日から施行する。 

附 則(昭和63年9月20日規則第53号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成3年3月14日規則第14号) 

この規則は、平成3年4月1日から施行する。 

附 則(平成4年4月28日規則第45号) 



この規則は、平成4年5月1日から施行する。 

附 則(平成4年7月4日規則第50号) 

この規則は、平成4年7月4日から施行する。ただし、第8条第1項第12号の改正規定は、同

年10月1日から施行する。 

附 則(平成6年3月10日規則第5号) 

この規則は、平成6年4月1日から施行する。 

附 則(平成9年3月28日規則第30号) 

この規則は、平成9年4月1日から施行する。 

附 則(平成12年3月31日規則第46号) 

1 この規則は、平成12年4月1日から施行する。 

2 この規則の施行の際改正前の静岡県土採取等規制条例施行規則の規定及び様式により

提出されている届出書は、改正後の静岡県土採取等規制条例施行規則の規定及び様式に

より提出された届出書とみなす。 

附 則(平成14年3月29日規則第19号) 

この規則は、平成14年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年3月20日規則第7号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成19年9月28日規則第51号抄) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成19年10月1日から施行する。 

附 則(平成20年4月25日規則第30号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成20年9月30日規則第49号) 

この規則は、平成20年10月1日から施行する。 

附 則(平成24年3月30日規則第36号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成27年8月7日規則第55号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(令和元年7月1日規則第4号) 

1 この規則は、不正競争防止法等の一部を改正する法律(平成30年法律第33号)の施行の日

(令和元年7月1日)から施行する。 

2 この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により提出されている申請書

等は、改正後のそれぞれの規則の相当する様式により提出された申請書等とみなす。 

3 この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により作成されている用紙は、

当分の間、調整して使用することができる。 

附 則(令和3年3月26日規則第5号) 



1 この規則は、令和3年4月1日から施行する。 

2 この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の規定及び様式により提出されてい

る申請書等は、改正後のそれぞれの規則の相当する規定及び様式により提出されたもの

とみなす。 

3 この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により作成されている用紙は、

当分の間、調整して使用することができる。 

附 則(令和4年6月24日規則第30号) 

1 この規則は、令和4年7月1日から施行する。ただし、第8条第1項第5号の改正は、公布の

日から施行する。 

2 この規則の施行の際現に改正前の静岡県土採取等規制条例施行規則（以下「改正前の規

則」という｡)の規定及び様式により提出し、又は掲示されている届出書等は、改正後の

静岡県土採取等規制条例施行規則の相当する規定及び様式により提出し、又は掲示され

たものとみなす。 

3 この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により作成されている用紙は、

当分の間、調整して使用することができる。 

 



様式第１号（第２条関係)(用紙 各片日本産業規格Ａ４縦型) 

土 の 採 取 等 計 画 届 出 書 

年  月  日 

            様 

 

届出者 

住 所 
法人にあつては、その

主たる事務所の所在地 
  

氏 名 
法人にあつては、その

名称及び代表者の氏名 
印 

(電話番号      ) 

氏名（法人にあつては、その代表者の氏名)

を自署する場合は、押印は不要です。 

 

 静岡県土採取等規制条例 
第３条第１項 

第３条第３項 
の規定により、次のとおり届け出ます。 

１ 土の採取等の目的 

 

 

 

２ 土の採取等を行う場所の区域 

所 在 地 
土地の

現 況 

登記簿上

の 地 目 

面 積 

平方メー

トル 

土の採取等

を行う権利

の種類 

土地所有

者の住所

及び氏名 

法令等によ

る区域指定

等の状況 
市町大字 

字小字 
地
番 

                

                

                

 計                筆              平方メートル 

 



３ 土の採取等に係る土の数量 

土 の 数 量 立方メートル 

４ 土の採取等を行う期間 

 (1) 採取等の期間    年  月  日から   年  月  日まで 

 (2) 作業時間      時から      時まで 

 (3) 工    程 

年月日 

種別 
                    

                      

                      

  (注)切土、沈砂池等の種別ごとに記入してください。 

５ 土の採取等の方法及び土の採取等のための設備その他の施設に関する事項 

 (1) 土の採取等の方法 

区 分 概 要 

深 さ 最大                 メートル 

方 法 
ア 階段採取法 

イ 平面採取法 

の り 面 の 小 段 の 高 さ 最大                 メートル 

の り 面 の 小 段 の 幅 最小                 メートル 

隣 接 地 か ら の 距 離 最小                 メートル 

土 質   

 (2) 土の採取等のための設備 

機 械 の 名 称 型 式 

能 力 

(立方メートル 

／時間) 

台 数 

        

        

        

 (3) その他の施設 

 

 

 

 

 



６ 土の採取等に伴う災害防止のための方法及び施設に関する事項 

区 分 概 要 

土 採 取 等 標 識 の 掲 示 場 所   

立入りを禁止する場合の方法

及び施設 
  

土砂等の飛散を防止するため

の方法及び施設 
  

土砂等の崩壊を防止するため

の方法及び施設 
  

土砂等の流出を防止するため

の方法及び施設 
  

雨水等を処理するための方法

及び施設 
  

その他の災害を防止するため

の方法及び施設 
  

７ 土の採取等に係る土の運搬の方法及び土の搬出先その他土の運搬に関する事項 

 (1) 土の運搬方法 

区 分 概 要 

交 通 監 視 人 人  

１日の搬出台数 

及 び 量 
  トン車    台  最大延べ    台    立方メートル 

運 搬 主 体   

 (2) 土の搬出先 

 

 

 (3) その他土の運搬に関する事項 

区 分 概 要 

経 路 (別添図第  号図参照)   

種 類 
ア 市町村道   イ 私道   ウ 仮設道路 

エ 河川区域   オ その他 

種 別 ア 契約(同意) 有   イ その他 

重 量 制 限 ア 有 (   トン)   イ なし 

舗 装 ア 有(延長  メートル) イ なし(ただし  ) 

学童の通行状況 ア 多い    イ 少ない    ウ なし 

 (注)該当する事項には、記号に○印を付けてください。 

 



８ 土の採取等に係る跡地の整備に関する事項 

 (1) 跡地に係る土砂等の崩壊の防止方法 

  ア 跡地ののり面の状況 

深 さ 最大   メートル の り 面 の 勾 配 最大      度 

のり面の小段の

高さ 
最大   メートル の り 面 の 小 段 の 幅 最小   メートル 

  イ のり面等の保護の方法 

方 法 概 要 

植 栽   

種 子 吹 付 け   

擁 壁 そ の 他   

 (注)概要欄には、樹種、本数、面積等を具体的に記入してください。 

 (2) 跡地の利用方法 

 

 

９ 現場責任者の氏名及び住所 

    氏  名 

    住  所                 （電話番号      ） 

10 土の採取等を緊急に必要とした非常災害の状況の概要（条例第３条第３項の規定によ

る届出の場合に限る｡) 

 



様式第２号（第３条関係)(用紙 日本産業規格Ａ４縦型) 

土 の 採 取 等 変 更 届 出 書 

年  月  日 

            様 

 

届出者 

住所 
法人にあつては、その

主たる事務所の所在地 

氏名 
法人にあつては、その

名称及び代表者の氏名 
印 

(電話番号      ) 

氏名（法人にあつては、その代表者の氏名)

を自署する場合は、押印は不要です。 

 静岡県土採取等規制条例 
第４条第１項 

第４条第２項 
の規定により、次のとおり届け出ます。 

 １ 変更前の届出書の受理年月日及び受理番号 

       年  月  日 第  号 

 ２ 変更の内容 

変 更 前 変 更 後 

    

 ３ 変更の理由 

 

 

 ４ 変更の年月日 

      年  月  日 

 



様式第３号（第４条関係)(用紙 日本産業規格Ａ４縦型) 

土の採取等完了（廃止）届出書 

年  月  日 

            様 

 

届出者 

住所 
法人にあつては、その

主たる事務所の所在地 

氏名 
法人にあつては、その

名称及び代表者の氏名 
印 

(電話番号      ) 

氏名（法人にあつては、その代表者の氏名)

を自署する場合は、押印は不要です。 

  静岡県土採取等規制条例第８条の規定により、次のとおり届け出ます。 

 １ 完了（廃止）前の届出書の受理年月日及び受理番号 

       年  月  日 第  号 

 ２ 完了（廃止）年月日 

       年  月  日 

 ３ 土の採取等に係る場所 

 

 ４ 理由（廃止した場合に限る｡) 

 

 ５ 土の採取等に係る場所の区域の現況 

 



様式第４号（第５条関係)(用紙 日本産業規格Ａ４縦型) 

土 の 採 取 等 地 位 承 継 届 出 書 

年  月  日 

            様 

 

届出者 

住所 
法人にあつては、その

主たる事務所の所在地 

氏名 
法人にあつては、その

名称及び代表者の氏名 
印 

(電話番号      ) 

氏名（法人にあつては、その代表者の氏名)

を自署する場合は、押印は不要です。 

  静岡県土採取等規制条例第11条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 １ 承継前の届出者の受理年月日及び受理番号 

       年  月  日 第  号 

 ２ 土の採取等に係る場所 

 

 ３ 承継年月日 

       年  月  日 

 ４ 被承継者 

  (1) 住 所 

  (2) 氏 名 

    （法人にあつては、名称及び代表者の氏名） 

 ５ 承継の原因 

 



様式第５号（第６条関係） 

 

 

静岡県土採取等条例 

による土採取等標識 

住所 

氏名 

（法人にあつては、名称及び代表者の 

氏名） 

（電話番号            ） 

届出書受理年月日及び受理番号 

土の採取等に係る土の数量及び 

期間 

土の採取等の区域の面積並びに 

断面の深さ及び勾配 

現場責任者の氏名及び連絡先の 

住所 

 

１メートル以上 

70
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上

 

50
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上

 

 

（電話番号    ） 



様式第６号（第７条関係)(規格 縦６センチメートル、横９センチメートル) 

(表) 

 

 第    号 

 

身  分  証  明  書 

 

  所  属 

  職 氏 名 

  生年月日      年   月   日生 

 上記の者は、静岡県土採取等規制条例第13条第２項の規定により立入検査等を行う者で

あることを証明する。 

年  月  日 

静岡県知事 氏     名 □印 

 

 

 

(裏) 

静岡県土採取等規制条例抜粋 

 （報告の徴収及び立入検査等） 

第13条 

２ 知事は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、土の採取等を行う者の

事務所、土の採取等を行う場所その他その業務を行う場所に立ち入り、土の採取等の状

況を検査させ、又は関係者に質問させることができる。 

３ 前項に規定する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があるとき

は、これを提示しなければならない。 

４ 第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならな

い。 

 （罰則） 

第18条 次の各号の一に該当する者は、３万円以下の罰金に処する。 

 (4) 第13条第２項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の

規定による質問に対し答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者 

 



様式第７号（第９条関係)(用紙 日本産業規格Ａ４縦型) 

受      理      書 

第     号 

年  月  日 

            様 

 

受理者        □印  

 

 次の区域における土の採取等については、静岡県土採取等規制条例第  条第  項の

規定による届出書を次のとおり受理したので通知します。 

記 

１ 土の採取等を行う場所の区域 

 

  

２ 受理年月日 

       年  月  日 

 

３ 受理番号 

        第     号 

 

 


